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Ｉ問題の所在
かつてソフトウェアに関する支出（以下，「ソフトウェア制作費｣')という｡）
の会計基準については詳細に規定されていなかったが，企業会計審議会は平成
１０年に「研究開発費等に係る会計基準」を公表しソフトウェアに関する支出
について図表ｌのように規定した。なお，この規定を基準化した理由について
次の通り指摘されている（企業会計審議会［l998al二)。
｢コンピュータの発達による高度情報化社会の進展の中で，企業活動にお
けるソフトウェアの果たす役割が急速に重要`性を増し，その制作のために
支出する額も次第に多額になってきている。このソフトウェアの制作過程
には研究開発に当たる活動が含まれているがソフトウェアについての明
確な会計基準が存在せず，各企業において区々の会計処理が行われてお
り，会計基準の整備が望まれている。
このため，本基準では，ソフトウェア制作過程における研究開発の範囲
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図表１ ソフトウェアの支出に関する会計処理
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(出典）八田・橋本［20121176頁，
を明らかにするとともに，ソフ
性の観点から．研究開発費に該
トウェア制作費に係る会計処理全体の整合
， 当しないソフトウェア制作費に係る会計処
理についても明らかにすることとした｡」
すなわち．ソフ トウェアの重要』性が増しているなかでソフトウェアに関する
支出が増加したにもかかわらず． トウェア制作費に係る会計処理が明確にソフ
規定されていなかったことを理由と して基準化に至っている（
トウェアに関する支出の会計基準化を受けて， 平成1２さて．このようにソフ
年４月１ 日より法人税法施行令ではソフトウエア制作費の繰延資産計上を廃止
して，減価償却資産（無形固定資産） として資産計上することとした (法人税
法第２条第23号， なお，この規定が改正ざ法人税法施行令第１３条第８号リ）〔
れた理由は次の通りである（遠藤［2007ａｌｌ03頁）
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①自社開発と委託開発との取扱いを異にする理由に乏しい）
②「研究開発費等に係る会計基準」が公表された。
すなわち，税法規定は会計基準に依ったといえる。時系列としては，平成１０
年に「研究開発費等に係る会計基準」が公表されて，平成１２年４月１日より会
計基準に依った税法改訂がなされているといえる。
このように会計基準と税法との間に乖離が生じないように会計基準に依る
税法改訂がなされているといえるが果たして会計基準が即ち税法への適用と
なるのであろうか。すなわち，新しい会計基準は税法においても当然に採用さ
れるものであろうか、本稿では，「研究開発費等に係る会計基準」が公表され，
税法改訂されるまでの期間，すなわち平成11年４月１日から平成12年３月31日
までの事業年度におけるソフトウエア制作費について争われた事案（アリカ事
件）を考察することで，新しい会計基準は税法においても当然に採用されるも
のであるのか否かという問題点を検討したい。
この問題点を検討する意味は，すでに遠藤［2007a］［2007b］において同様
な検討がなされているところではあるが現在，研究開発費会計基準の基準化
作業において開発費の一部資産計上が検討されているなかで再検討することは
重要であるといえる。
本稿は，以下の手順で進める。次章では，前出のアリカ事件の概要について
考察する。さらに同事件に関する裁判所の判断を第Ⅲ章・第Ⅳ章で考察し，
第ｖ章ではそれらを踏まえた形で検討する。最後に，本稿における結論と今後
の課題について検討する。
Ⅱ規定の整理
第Ⅲ章で考察するアリカ事件においては平成12年法律第１４号による改正前の
法人税法，平成12年政令第145号による改正前の法人税法施行令，平成１２年11
月20日課２－１９による改正前の法人税法基本通達が適用されていたことから，
これらについて整理したい。なお，これらの整理はアリカ事件の裁判例に依っ
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ていることから，平成１２年政令第145号による改正後の法人税法施行令につい
ても整理する。
１．法人税法
①繰延資産の定義
法人税法第２条第25号では，「繰延資産とは，法人が支出する費用のうち支
出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶもので政令で定めるもの」として
規定していた。
②繰延資産の償却費の計算方法
法人税法第32条第１項では，所得の金額の計算上損金の額に算入する金額
は，その内国法人が当該事業年度においてその償却費として損金処理をした金
額のうち，その繰延資産に係る支出の効果の及ぶ期間を基礎として政令で定め
るところにより計算した金額（以下，「償却限度額」という。）に達するまでの
金額として規定していた。
２．法人税法施行令
①繰延資産の範囲
法人税法施行令第１４条第１項では，法人税法第２条第25号に規定する費用
(すなわち，繰延資産）は，次に掲げるものとして規定していた。
９号前各号に掲げるもののほか，次に掲げる費用で支出の効果がその支
出の日以後１年以上に及ぶもの
イ自己が便益を受ける公共的施設又は共同的施設の設置又は改良のために
支出する費用
ロ資産を賃借し又は使用するために支出する権利金，立ちのき料その他の
費用
ハ役務の提供を受けるために支出する権利金その他の費用
二製品等の広告宣伝の用に供する資産を贈与したことにより生ずる費用
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ホイから二までに掲げる費用のほか自己が便益を受けるために支出する
費用
②繰延資産の償却費の計算方法
法人税法施行令第64条第１項２号では，「その繰延資産の額をその繰延資産
となる費用の支出の効果の及ぶ期間の月数で除し，これに当該事業年度の月数
を乗じて計算した金額」として規定していた。
③平成12年政令第145号による改正後の法人税法施行令
改正後の法人税法施行令第13条では，減価償却資産について次のように規定
していた。
棚卸資産，有価証券及び繰延資産以外の資産のうち各号に掲げるもの
八次に掲げる無形固定資産
リソフトウエア
３．法人税法基本通達
法人税法基本通達８－１－７では，ソフトウエア開発費用について次のよう
に規定していた。
｢他の者からソフトウエアの提供を受け，又は他の者に委託してソフトウ
エアを開発した場合におけるその提供を受けるため，又は委託するために
要した費用は，（法人税法施行）令第１４条第１項第９号ハ《役務の提供を
受けるための権利金等》に規定する繰延資産に該当する。
(注）ただし法人がソフトウエアの開発に関連して他の者に支払った費
用のうち次に掲げるものは，本文に掲げる費用に該当しない。
ｌ自らソフトウエアを開発するために他の者から技術者の派遣を受けた
場合（実質的に当該他の者に開発を委託したと認められる場合を除く。）
のその派遣を受けるために要した費用
２自ら開発したソフトウエアについて他の者にコーディングのみを行わ
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せた場合のそのコーディングのために要した費用」
また法人税法基本通達８－２－３では，ソフトウエア開発費用について繰延
資産計上した場合には，５年間で均等償却するものとして規定していた。
Ⅲアリカ事件の概要
本章では，まず東京地方裁判所（平成16年６月30日）判決から事業の概要を
整理し，さらに原告側の主張・被告側の主張を整理していきたい。
１．事案の概要
①原告Ａは，コンピュータソフトウエアの企画・制作・販売等を目的とする
株式会社である。
②原告Ａは，平成１０年１１月24日付けで株式会社Ｂとの間で，平成１１年４月２６
日付けで株式会社Ｄとの間で，平成11年９月１日付けで株式会社Ｇとの間
で，ゲームソフトウエア開発業務委託に関する契約を締結して，委託料を支
払って損金として計上した。
③被告Ｂは，平成１２年12月25日付けで，所得金額を３億4,457万2,595円に納
付すべき法人税額を’億1,452万2,200円に更正する旨の処分および過少申告
加算税540万9,000円の賦課決定処分を行った。
④原告Ａは，国税不服審判所長に対して，平成１３年２月23日，上記⑤の処分
（以下，「本件各処分」という｡）について審査請求を行った。
⑤国税不服審判所長は上記④に関し平成14年３月１８日，法人税本税の一部
917万7,800円及び過少申告加算税の一部91万8,000円を取消し，その余の請求
を棄却する旨の裁決をした。
⑥原告Ａは，被告Ｂが上記③で行った更正処分（ただし，上記⑤の裁決によ
り一部取り消された後のもの）のうち，所得金額’億8,693万9,261円納付
すべき税額6,042万4,800円を超える部分および過少申告加算税の賦課決定処
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分の取り消しを求めた。
⑦ゲームソフトウエア開発業務委託の委託料の対価’億4,728万5,715円（以下，
「本件委託料」という。）が法人税法２条25号・法人税法施行令14条１項９号
ハに規定する繰延資産に該当するため，償却限度計算を行ったところ発生す
る償却超過額は１億4,728万5,715円のうち１億3,089万478円とされた。
２．原告側の主張
本件委託料は，以下の理由から法人税法上の繰延資産には該当しないから，
本件委託料が繰延資産に該当することを前提とした本件各処分は違法であると
主張する2)。
まず，本件委託料が「役務の提供を受けるために支出する権利金その他の費
用」に該当しないことを主張する。
①法人が支出した費用が「役務の提供を受けるために支出する権利金その他の
費用」に該当するか否かは，当該役務の提供実態に照らして判断されるもの
であって，契約書の文言にとらわれるべきではないと解されるところ，被告
Ｂはソフトウエアを自社開発するために支出した費用については「該当しな
い」との見解に立ち，当該会社がソフトウエアを開発すべ〈技術者の派遣を
受けて当該技術者を自社の継続的な指揮監督下に置く場合には「自社開発
‘性」が失われないとして，そのために支出した費用については繰延資産に該
当しないとする取扱いを基本通達に基づき行っていた。
②上記①にしたがえば，本件においても，原告Ａが外注先の従業員を継続的
な指揮監督下に置いたうえで本件ソフトウエアを開発させたと評価できれ
ば,本件委託料は「役務の提供を受けるために支出する権利金その他の費用」
に該当しないこととなる。
③実際のソフトウエア開発の実態をみると，原告Ａは，ソフトウエア開発の
すべての段階において外注先の従業員に対して常時チェックを行い，継続的
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に，具体的な指示を与えながら作業を行わせるなど，外注先の社員をその指
揮監督下に置いて行ったといえることから，「自社開発`性」は失われていな
い。したがって，本件委託料は「役務の提供を受けるために支出する権利金
その他の費用」に該当しないと解すべきである。
このように，本件委託料が「役務の提供を受けるために支冊する権利金その
他の費用」に該当しないことを主張しており，さらに本件委託料が「支出の効
果がその支出の１年以上に及ぶもの」に該当しないことを主張する。
①被告Ｂは，ゲームソフトである本件におけるソフトが１年以上販売できる
ことをもって「支出の効果がその支出の１年以上に及ぶもの」と解している
が，これは「支出の効果」の解釈を誤ったものである。
②上記①のように主張する理由は，「支出の効果」については，当該費用の支
出によって「役務の提供を受ける」期間が１年以上に及ぶことを指すものと
解すべきであり，本件では本件委託料は「支出の効果がその支出の１年以上
に及ぶもの」に該当しないため繰延資産に該当しないと解すべきである。
③「支出の効果」の判断にあたっては，当該ソフトウエアの性質から合理的に
見積もられる販売期間を基準とすべきところ，一般にゲームソフトは，予約
販売で販売されるものが大部分で，発売後数か月に販売が集中するのが通常
であって，販売日から１年以上に及んで販売される数量は，微々たるもので
ある事情に照らせば，合理的販売期間は１年未満であるといえるから，本件
ソフトを含むゲームソフトについては，「支出の効果」が１年以上に及ばな
い以上，繰延資産に該当しないと解すべきであり，本件ソフトについても，
発売から１年未満の販売数が全体の販売数の９割以上を占めており，「支出
の効果」が１年以上に及んでいると解することはできない。
④法人税法基本通達８－２－３では繰延資産の償却期間を一律５年と定めてい
るが，上記③で主張するとおり繰延資産該当性は「合理的な見積もり」とい
う判定が可能であるため，その償却期間についても同様に解すべきである。
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⑤上記④の解釈を前提とすると，法人税法基本通達８－２－３によって合理的
に見積もられる販売期間（収益獲得の期間）を上回る償却期間を強制するこ
とは違法であって，それを前提とした本件各処分は違法である。
このように本件委託料が「支出の効果がその支出の１年以上に及ぶもの」
に該当しないことを主張しており，さらに「新会計基準の適用により，ソフト
ウエア開発費用については繰延資産の対象とされなくなったこと」を主張す
る。
①平成１０年３月30日付けで「研究開発等に係る会計基準」を策定しその中で，
ソフトウエアについては，「最初に製品化された製品マスター」が完成する
までの開発活動に係る支出は研究開発費として発生時に費用として処理しな
ければならない旨規定した。これを受けて，日本公認会計士協会は，実務基
準としても平成11年３月31日付けの日本公認会計士協会会計制度委員会報告
第１２号「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」で当該
処理を追認した3)。
②上記①をみる限り，新ソフトウェア会計基準が適用された平成11年４月１日
から平成12年改正の法人税法及び同法施行令（改正後）が適用される平成１２
年４月１日までに取得されたソフトウエアの開発費について，当時の法人税
法には定めがない以上，法人税法22条４項に定める「一般に公正妥当と認め
られる会計処理の基準」である企業会計原則に準じる新ソフトウェア会計基
準に従って処理されるべきである。
③上記②の考えに基づけば，本件委託料は全額費用として処理すべきものとな
り，法人税の課税関係においても損金処理されるべきであり，繰延資産には
該当しないと解すべきである。
④繰延資産については何ら改正することなく，繰延資産に該当しないことを前
提とする（法人税法施行令第１３条柱書）減価償却資産の中にソフトウエアを
無形固定資産として含ませたこと（法人税法施行令第13条第８号リ）に照ら
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せば，立法者は，ソフトウエアの開発について，元来，繰延資産に該当しな
いかあるいは新ソフトウェア会計基準によって繰延資産に該当しなくなっ
たとの見解に立っていたことが窺われる。
３．被告側の主張
まず，本件委託料が本件ソフトの開発委託という「役務の提供を受けるため」
に支出されたものであって，「役務の提供を受けるために支出する権利金その
他の費用」に該当することを主張する。
①原告と外注先の合意事項に鑑みれば，原告が外注先に対してソフトの開発を
委託したといえることから，本件委託料がソフトの開発という「役務の提供
を受けるため」に支出された費用であることは明らかである。
②原告Ａは，ソフト開発に当たり開発工程の中枢部分を担当するのみならず，
外注先の従業員に対し継続的に，かつ詳細な指示等を行っていたことから
自社開発したものということができる旨主張するが請負契約ではよくある
ことで通常の請負と何ら変わるところはない。
このように本件委託料が本件ソフトの開発委託という「役務の提供を受ける
ため」に支出されたものであって，「役務の提供を受けるために支出する権利
金その他の費用」に該当することを主張しており，また本件委託料は「支出の
効果がその支出のＨ以後１年以上に及ぶもの」に当たることを主張する。
①法人税法において費用収益対応の原則が採られており，この原則にいう「収
益」とは「支出の効果」を意味するもので，支出が１年以上に及ぶ継続的な
収益を発生させる`性質を有するか否かを|H]題とする。
②上記①に基づけば，本件での「支出の効果」とは，完成・納入されたソフト
ウエアの利用により得られる効果と解すべきで，具体的には役務提供による
成果物であるゲームソフトが該当し，その性質・契約の解釈上，本件委託料
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の支出の効果が支出の日以後１年以上に及ぶことは明らかである。
③商法上の繰延資産とは異なり，税法上の繰延資産においては，課税の画一性
こそが重視されるべきものと解されるところ，その'性質上，収益が支出日か
ら１年以上に及ぶと認められるのであれば，課税上，これを繰延資産に該当
するとして，画一的に処理することが要請されるというべきである。
④上記③に反し個別的事情を基準にすれば課税実務のillli-性を害するから，
採用できない。
⑤法人税法基本通達８－２－３が繰延資産の償却期間につき５年間と定めたこ
とについても，個別的事情を逐一判断することは課税実務上，現実性に欠け
るものといわざるを得ないものであり合理的であり，本件委託料について５
年間で償却することについても違法はないというべきである。
このように本件委託料は「支出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶも
の」に当たることを主張しており，さらに新ソフトウェア会計基準の適用はソ
フトウエア費用の取扱いにつき何らの消長をきさないことを主張する。
①本件委託料に係る所得金額の計算に関しては，資産区分につき法人税法（改
正前）第２条第25号，法人税法施行令第14条第１項第９号ハが適用される結
果，税法上の別段の定めである繰延資産の償却費の計算に係る法人税法第３２
条第１項が適用されるのであって，新ソフトウェア会計基準適用の余地はな
い。
②ソフトウエアに関する平成１２年の法人税法及び同法施行令の改正は，繰延資
産としていたソフトウエアを，無形固定資産に変更したものであって（資産
区分の変更)，改正の際に原告Ａが主張するような立法者の解釈があったこ
とはない。
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Ⅳ裁判所の判断
本章では，東京地方裁判所（平成１６年６月30日）判決から第Ⅲ章での原告側
の主張・被告側の主張から本件における争点をまずは整理し次に各争点につ
いての裁判所の判断を整理したい。
１．争点
原告側の主張および被告側の主張をみる限り，本件における争点は「本件委
託料が法人税法上の繰延資産に該当するか否か」である。そして，具体的争点
が次の３点である。
①争点ｌ
本件委託料が「役務の提供を受けるために支出する権利金その他の費用」に
支出された費用であるか。
②争点２
本件委託料が「支出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶもの」といえ
るか。
③争点３
新ソフトウェア会計基準の適用によって本件委託料は繰延資産に該当しない
こととなったか。
２．裁判所の判断（争点１）
ソフトウエアの開発費用について，次のとおり判断を示した。
①一般に，ソフトウエア開発について自社開発した場合には，当該開発に要し
た費用は繰延資産には当たらないが，他の者が開発したソフトウエア又は他
の者に委託して開発したソフトウエアについて，その提供を受けるため，又
はその委託のために要した費川Iについては，「役務の提供を受けるために支
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出する権利金その他の費用」に該当するものと解される。
②本件においては，本件各契約上は，通常の開発委託であり，原告Ａが本件
外注先の従業員に対して直接指揮監督することは想定されていないものとい
うことができる。また本件ソフトの開発に当たって，原告Ａの会社内にお
いて外注先の従業員が開発作業に従事した形跡も窺われない。さらに外注先
の行った作業が，単なる労働力の提供に過ぎないと認めることは困難であ
る。
③上記②の事実関係に照らせば，外注先はソフト開発能力を前提として，本件
各契約の内容に沿ってソフト開発作業を行ったと認められ，原告がソフトを
自社開発したとみることは困難であるから，本件委託料は，法人税法施行令
第１４条第１項第９号ハの「役務の提供を受けるために支出する権利金その他
の費用」に該当するというべきである。
３．裁判所の判断（争点２）
繰延資産にいう「支出の効果」について，次のとおり判断を示した。
①「支出の効果」とは，費用収益対応の原則における「収益」の発生を意味す
るものであって，「支出の効果がその支出の日以後１年以上に及ぶもの」と
いうのは，当該費用の支出が１年以上に及ぶ継続的な収益を発生させる'性質
を有するものをいうと解するのが相当である4)。
②ソフトウェア開発のために役務の提供を受ける場合，「役務の提供」を受け
ること自体は直ちに収益を生み出さないが，役務の提供を受けて完成・納入
された成果物（ソフトウエア）を利用することにより収益を得ることをもっ
て「支出の効果」であると解すべきである。
③上記①．②を前提とすると，本件における役務提供による成果物たるゲーム
ソフトは継続的な収益を発生させる性質を有するものであり，また各権利承
諾契約の内容からしても，本件委託料の支出の効果が支出の日以後１年以上
に及ぶことは明らかである。
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④ゲームソフトについては，消費者の人気動向など将来の不確定要素によって
左右されるものであって，あらかじめ正確に予測することはできない`性格の
ものであるから，当該ソフトの一般的に有する'性質に照らして繰延資産に該
当するかどうかを決することは不合理であるとは解されないし，その場合，
償却期間についても，一律５年に設定することは，課税実務における画一的
取扱いの要請に照らして，不合理とは解されない。
４．裁判所の判断（争点３）
新ソフトウェア会計基準の適用について，次のとおり判断を示した。
①新しい会計基準が法人税法第22条第４項にいう「一般に公正妥当と認められ
る会計処理の基準」に当然に該当するものではないしそもそも本件委託料
に関しては，法人税法（改正前）第２条第25号，法人税法施行令第１４条第１
項第９号ハが適用される結果，税法上の別段の定めである繰延資産の償却費
の計算に係る法人税法第32条第１項が適用される。
②平成12年の法人税法及び法人税法施行令の改正は，ソフトウエアを法人税法
施行令第１３条第８号の「無形固定資産」の中に含ませることを定めて，これ
により，法人税法施行令第14条第１項第９号ハの「役務の提供を受けるため
に支出する権利金その他の費用」には，ソフトウエアは含まれないとして，
その資産区分を変更したものと解するのが相当である。
５．裁判所の判断（結論）
第１節の争点に関して，第２節～第４節原告Ａの請求には理由がないこと
から，平成16年６月30ｐに東京地方裁判所判決ではこれを棄却することとし
た。そのため，控訴を提起したが，平成16年１２月13日に東京高等裁判所判決で
は控訴を棄却した。そこで，上告を提起したが，平成18年６月23日に最高裁判
所第二小法廷判決では上告を棄却した5)。
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Ｖ検討
第Ⅳ章で整理した裁判所の判断のなかから，３点について以下で検討する。
なお，新しい会計基準が税法においても当然に採用されるものであるのか否か
という問題点を中心に検討したい。
１．自社開発か委託開発かによる相違の合理性
遠藤［2007a］［2007b］において判決の問題点として取り上げられており，
次のように指摘している。
｢裁判所は，ゲームソフトウエア制作費の支出形態及び支出の事実から，
旧通達に基づく課税庁の主張をそのまま認めたのである。本件からもわか
るように，外注制作か自社制作かで取扱いが大きく異なることに合理的な
理由を見出すことはできない。この通達によってもたらされる不公平な結
果について判断すべきではなかったか｡」（遠藤［2007b1193-194頁）
すなわち，自社開発か委託開発かによって処理が異なることに問題点を指摘
している。
さて，自社開発か委託開発かによる処理の相違について合理性はあるのであ
ろうか。裁判における判断として，費用収益対応の原則が指摘されているが，
自社開発の制作費用についても委託開発の制作費用についても，対応する収益
については「完成されたソフトウエアの利用により得られる効果」という同じ
ものなのである。したがって単純に費用収益対応の原則だけを考えるのであれ
ば，対応する収益が同じものである以上，同様の処理を行う必要があるという
側面が見られる。
他方で費用については，自社開発の場合は客観的な市場価値を経ない金額で
あるが，委託開発の場合は委託契約に基づいた市場価値を経た金額であること
から，計上される資産が前者では自己創設資産（収益対応待機原価）となるが，
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後者では外部買入資産となる。その点で，計上される資産の測定の客観』性の担
保という点では，大きく異なるといえる。それゆえ自社開発の場合には費用
(損金）処理し委託開発の場合には資産処理する裁判所の判断は一定の理解
が得られるという側面も見られる。
しかしながら，国の研究開発の促進という政策目的を考慮するのであれば，
黒字企業であれば研究開発投資の費用（損金）処理は優遇制度として機能する
であろうが，昨今の不況下における赤字企業であれば，あるいは研究開発集中
型中小企業であれば資産処理が優遇制度として機能すると考えられる。また
このことは租税政策上も該当する（拙稿[2003137-38頁)。この点からすれば，
会計処理の規定に当たっては企業経営者の裁量性（資産認識の任意`性）が認め
られるような仕組みづくりが必要なのではないかという疑問も残る。
さて，ソフトウェア開発制作費でなく一般的な研究開発費について考えてみ
たい。いわゆる会計基準の下では，自社開発か委託開発かによって処理の相違
が生じている現状である（自社開発の場合には即時費用化処理し，委託開発の
場合には資産化処理する)。そこで，新しい会計基準として自社開発であって
も資産化処理を求めるものへ改正された場合，税法においても当然に採用され
るのであろうか。会計基準と税法の乖離を避けることを目的とするならば，税
法において採用することとなるであろうが、社開発の研究開発費のうち資産
化処理するものと費用化処理するものとの峻別を課税実務上可能であるかとい
うと，監査法人ですら困難な作業であることからその実行可能性については疑
問を抱かざるを得ない。それゆえ新しい会計基準が税法で採用されたとして
も，その趣旨を課税実務上で反映できることとは別問題であることに留意する
必要がある。
２．償却期間の画一的処理の合理性
遠藤［2007a］［2007b］において判決の問題点として取り上げられており，
次のように指摘している。
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｢平成12年改正後，ソフトウエアは，無形固定資産とされ，複写して販売
するための原本及び開発研究用は３年，その他のものは５年とされてい
る。しかし，特にゲームソフトウェアの場合は，資産計上したとしても発
売後数か月で資産価値がなくなるのでこの耐用年数は実態に適合していな
い｡」（遠藤［2007b1194頁）
すなわち，ソフトウエアの資産価値の担保という点から償却期間５年という
耐用年数の問題点を指摘している。このように資産価値の担保すなわち収益
の確保という点については問題点があり，裁判所の判断においても「消費者の
人気動向など将来の不確定要素によって左右されるものであって，あらかじめ
正確に予測することはできない性格のものである」と指摘されている。しかし
裁判所の判断においては，これをもって「当該ソフトの一般的に有する`性質に
照らして繰延資産に該当するかどうかを決することは不合理であるとは解され
ないしその場合，償却期間についても，一律５年に設定することは，課税実
務における画一的取扱いの要請に照らして，不合理とは解されない」と指摘し
ているのである。すなわち，成果の結実については不確実であるから画一的に
償却期間を５年として設定し繰延処理するよう指摘するのである。
しかしながら，本来は成果の不確実性があると判断するならば，資産価値の
担保が困難であるとして損失（損金）処理するのが当然の処理であって，その
個別的な判断が困難だからといって繰延処理（資産化）し続ける主張には疑問
が残る。
さて，新しい会計基準として研究開発費を資産処理するとなった場合，償却
の点については税法でも当然に採用されるのであろうか。今回の裁判所の判断
をみる限り，当然に採用されるとは言い難い状況にあるといえる。すなわち，
新しい会計基準が想定するのは経済的実体を反映した償却（減損）処理である
が，税法が想定するのは個別的案件に拘束されない画一的な処理であり，その
方向性が異なるということに留意する必要がある。
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３．公正処理基準の実質的内容
第Ⅳ章で考察したように，新しい会計基準が法人税法第22条第４項にいう
｢一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に当然に該当するものではな
いとの判断が地方裁判所で示された6)。この判断のように，新しい会計基準は
税法においても当然に採用されるものではないということであろうか。
吉田［2011］（53-54頁）では，研究開発費の企業会計上の処理と法人税法上
の処理の関係について次のように指摘している｡
｢理論上の課税ベースの算定においては研究開発費に関する別段の定めを
おく必要はなく，公正妥当な会計処理の基準に従うことが基本であること
を示している。……平成19年度税制改正……は会社法および企業会計の取
扱いにあわせたものであり，必ずしも課税所得計算上の理論的取扱いとし
てその損金性が確認された訳ではない。その意味においては，現行法人税
制における研究開発費の損金性は企業会計上の取扱いに依存しているとい
うことができる。……したがって，研究開発費に関する企業会計上の取扱
いが変更されればその損金算入が否認されることもありうると考えられ
る｡」
すなわち，法人税法上においては「公正妥当な会計処理の基準」に従うこと
が基本であり，研究開発費に関する企業会計上の取扱いが法人税法上の取扱い
に影響を及ぼしうることを指摘している。このことから，研究開発費に関して
は新しい会計基準が税法においても採用される可能性があるという解釈をみる
ことができた。
さて，それでは「新しい会計基準」とはいかなるものであろうか。もちろん
新しい「公正妥当な会計処理の基準」ということになるが，その「公正妥当な
会計処理の基準」の実質的内容とはいかなるものであろうか。これについては，
別稿において検討していきたい。
－６８－
経営論叢第２巻第２号（2013年３月）
Ⅵ結論
本稿では裁判例を通じた考察から，新しい会計基準は税法においても当然に
採用されるものであるのか否かという問題点を検討してきた。
まず，アリカ事件に関連する諸規定を整理したうえで，同事件の概要および
裁判所の判断を考察した。その考察から，①自社開発か委託開発かによる相違
の合理'性，②償却期間のiHii-的処理の合理性，③公正処理基準の実質的内容と
いう３点の検討項目を抽出した。
それら３項目について検討し新しい会計基準が税法で採用されたとしても
その趣旨を課税実務上で反映できることとは別問題であること，会計基準と税
法が想定する方向'性がそもそも異なるということ，税法が前提とする「新しい
会計基準」の実質的内容はいかなるものか明らかでないことを示した。これら
のことから，新しい会計基準は税法においても当然に採用されるものではない
ことが明らかにされた。
本稿で今後の検討課題として指摘した「公正妥当な会計処理の基準」の実質
的内容については，研究課題として位置づけ取り組んでいきたい。
注
１） 一般的に「ソフトウェア制作費」を用いるが，法的には「ソフトウエア制作費」
を用いる。
控訴審では，以下に取り上げる主張の他に次の３点を原告（控訴人）Ａは主張
する。①販売用ソフトウエアの制作費は，売上に対応する原価として法人税法
第22条第３項第１号により損金の額に算入されるべきである。②本件委託料を
支出して受けた役務提供による成果物はゲームソフトウェアになるが，それは
製品であるソフトウエアを制作するための原盤であり減価償却資産に該当する。
そして，レコード制作のための原盤が耐用年数２年の減価償却資産として一時
の損金とすることが認められていることから，それ以上に販売期間の短いゲー
ムソフトウェアについては，全額損金算入されるべきである。③ソフトウエア
とはプログラムであり著作物に該当する以上，本件ソフトウェアは権利として
の資産に該当し，繰延資産に該当することはあり得ない。
平成１０年３月30日付けの企業会計基準審議会策定の「研究開発等に係る会計基
2）
3）
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[論文］裁判例からみる税法上の研究開発費の処理（宮原）
準」および平成１１年３月31日付けの「研究開発費及びソフトウェアの会計処理
に関する実務指針」を併せて，本稿では「新ソフトウェア会計基準」というこ
ととする。
控訴審では，控訴人は繰延資産について，「費用の期間配分」を行う概念であり，
｢費用収益対応の原則」に基づく概念ではないので租税法律主義に反する旨を主
張していた。
民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは，民事訴訟法第
312条第１項又は第２項所定の場合に限られるところ，本件は単なる法令違反を
主張するものであって，上告受理事由に該当しないと判断された。
高等裁判所の判断においては，この点について触れられていない。
4）
5）
6）
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